
税理士・公認会計士に訴求、高読了率の税務総合情報誌
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ぎょうせいについて

◇創業：1893年（明治26年）9月
◇事業内容：国・地方自治体、各士業に特化した出版・調査・研究事業
◇主要取引先：
・各都道府県及び市区町村、議会事務局、教育委員会、警察署、消防署等
・税理士事務所、公認会計士事務所、弁護士事務所
・内閣府、総務省、法務省、財務省等各省庁 等
◇社員数：718名（2025年4月現在）
◇代表者：代表取締役社長 西本 功二
◇沿革：
・1893年（明治26年）京都で「帝国地方行政学会」を創設
・1904年（明治37年）我が国最初の加除式法規集を発案、『現行法規全書』を出版
・1949年（昭和24年）法務省編纂による加除式図書『現行日本法規』発刊
・1958年（昭和33年）税務総合情報誌『税理』創刊
・1974年（昭和49年）新会社「株式会社 ぎょうせい」を設立
・1982年（昭和57年）税務速報誌『旬刊 速報税理』創刊
・1986年（昭和61年）地方公共団体の地域づくり支援のための調査研究事業を本格展開
・1988年（昭和63年）法令や例規（条例・規則）のデータベース構築に着手
・2008年（平成20年）本部機能を江東区新木場へ移転

◇事業分野
・総合出版
・法令・例規・規定サービス
・地方公共団体情報システム 他
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創刊：1958年4月
発行部数：約40,000部
発行：月刊（毎月21日発売＋年4回臨時増刊号を発行）

コンセプト：これを読めば税理士・会計士関連業務の“すべて”がわかる
税理士・会計士のための総合情報誌

月刊「税理」について

読者属性

・読者の８割以上が定期購読者
・読者の７割以上が税理士・公認会計士
・全国に満遍なく広がる読者層
・若手からベテランまで、幅広い年代に読まれている
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・日本税理士会連合会（税理士が必ず登録しなければいけない団体）監修
による権威ある雑誌

・弊社の営業担当者が全国の税理士協同組合や各事務所を通じてご案内
・著名な執筆陣による寄稿・連載
・税務・会計・法務・経営からタックスプランニングまで
税理士関連業務の動きを幅広く詳細に分析、解析

・毎号付録のＷＥＢセミナーが日本税理士会連合会の会則研修に認定

特長
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開業税理士・

公認会計士

74％

社員税理士

3％

税理士事務職員・

補助税理士

12％

企業

5％

官公署

2％

その他

4％・業種別_

「税理」読者について

GYOSEI CORPORATION

※2023年12月 読者データ
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直販

52％

書店 - 定期購読

31％

書店 - 興味あ

る号のみ

11％

書店 - その他

6％
・購買元_

20代

1%

30代

14％

40代

18％

50代

33％

60代

16％

70代
13%

80代以上

5%

・年齢_



・「実務について役立つ記事が多いです。毎月欠かさず読んでいます」（税理士）

・「税制改正にも対応しているし、解説も具体的でわかりやすく、とても役に立っています。
これ１冊であらゆる税法に使えます」（税理士事務所所長）

・「税務実務には必須の雑誌です。税法改正・トピックスの特集が充実しており税務・会計
プロフェッショナル必携だと思います。」（公認会計士）

・「税務の記事ばかりでなく、経営者として知っておきたい事業計画や金融関連の記事も豊富に
あるのでありがたい」（経営者）

・「執筆者に信頼のおける方が多いこと、必要な情報を必要になる前に記事にしてくれるところ
等、満足しています」（税理士事務所職員）

・「必要な情報が得られます。付録のＷＥＢセミナーが日本税理士会連合会の講習に認定されて
いるのもありがたい」（税理士）

・「税務業界のトレンドなどを把握することや、実務の悩みを解決するために重宝しています。
考えの整理にも役立つので、ベテランの方にもオススメしています」（税理士）

・「最新の税務情報及び判例も載っており、実務及びアカデミック共に参考になる内容です」
（企業内税理士）

その他多数

読者の声
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年間契約（12回）の場合は、料金表の10％引き

半年契約（６回）の場合は、料金表の５％引き

7

回数割引料金に
ついて

ブリード版（断ち切り） 枠付き

表２ ４色カラー １頁 350,000 257×182 230×150
表３ ４色カラー １頁 300,000 257×182 230×150
表４ ４色カラー １頁 400,000 235×160 230×150

◆表紙まわり

掲載面 料金（円・税別）
原稿寸法（天地×左右mm/mm）

色・広告スペース

「税理」純広告 実施料金について

GYOSEI CORPORATION

◆広告進行

ブリード版（断ち切り） 枠付き

目次前・後 １色モノクロ １頁 200,000 - 230×150
記事中 〃 １頁 150,000 - 230×150
〃 〃 １/２頁 80,000 - 105×140

◆中面

掲載面 料金（円・税別）
原稿寸法（天地×左右mm/mm）

色・広告スペース

広告申込締切日 広告入稿締切日

発売日の40日前 発売日の30日前
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※掲載に際しては監修元の日本税理士会連合会の広告審査がございます。
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● 編集タイアップ広告（税理士事務所・企業等への取材記事）

編集部のライターが貴社のサービス内容・強み等を取材し記事にします

◆貴社のサービスのＰＲと、雑誌として面白い記事の両立を追求する企画です

◆記事形式なので読み飛ばされにくく、アプローチが難しい読者にも働きかけられます

◆情報を的確に届けられるため、課題への気づき、商品の認知・理解向上を促せます

◆編集タイアップの企画ですのでＰＲノンブルは入りません

（掲載イメージ ※モノクロ６Ｐ）

●実施料金

モノクロ２Ｐ ４００，０００円（税別）

モノクロ６Ｐ ９００，０００円（税別）

※制作費含む
※電子版「ＰＬＡＴ税理」にも掲載されます

1P 2P 3P 4P 5P 6P
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「税理」記事広告について
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「税理」メーリング（同梱）サービスについて （2024年1月1日現在）

GYOSEI CORPORATION

同梱可能数：約6,000口座 ※(株)ぎょうせいから購入した購読先限定

同梱物重量 定価（税抜）
～100ｇ ＠30円
101～200ｇ ＠35円
201～255ｇ ＠38円
同梱物の追加 1点ごとに上記の定価+3円

※発売日は変更になる場合があります。あらかじめ担当者にご確認願います。
※同梱可能数も変更になる場合があります。ご確認ください。

・同梱物はペラ・2つ折のみです。ジャバラ折り、Z折りは同封できません。
中綴じは仕様によっては上記料金で同梱できます。ご相談ください。

・小冊子形式・封筒の同梱の場合は別途お見積もりになります。
・同梱物は本誌と同サイズ～A6まで。
・同梱物は規定の締切日までに所定の場所に搬入願います。その際の搬入料金は、お客様のご負担となります。
・弊社商品のリーフレットが同封される場合があります。
・同封物が2点以上を超える場合は、御社封筒に一括封入し、糊付けした状態での納入をお願いいたします。
その際、封筒が本誌サイズ以上にならないよう、ご注意下さい。

・同封物送り状品名欄に、クライアント様名・「税理」○月号同封物○○○○部とご記入願います。
・同封物は同封部数に20部を加えて納入願います。

申込締切 ：実施月の前月10日まで

同梱物納入日：実施月の前月末まで

搬入先 ：担当者にご照会願います。

※実施月の前月末までに同梱物見本を担当者にお渡しください。
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※実施に際しては監修元の日本税理士会連合会の広告審査がございます。



総務省
東京都
中小企業基盤整備機構
全国国民年金基金
国連WFP協会
日本デジタル研究所
NTTデータ
エプソン
エプソン販売
野村不動産ソリューションズ
三井ホーム
TKC
カシオマーケティングアドバンス
ビズリーチ
マネーフォワード
PFU
ミロク情報サービス
サイボウズ
レガシィ
税理士ドットコム
HIS
ジョブカン会計
Freee
レックスアドバイザーズ
エアリアル・パートナーズ
フォーライフシステム

「税理」の主な掲載企業・団体

ファルベ
大江戸コンサルタント
ビービーシー
エッサム
システムアプローチ
アンテナハウス
静岡銀行
アプレ不動産鑑定
中央大学
専修大学
国士舘大学
商事法務
TAC出版
清文社
美研鑑定
租税資料館
東京四社営業委員会
日本生産性本部
日本加除出版
日税ビジネスサービス
日本税理士共済会
日本税務研究センター
日税連保険サービス
全国税理士共栄会
納税協会連合会
実務能力開発支援協会
ユニバーサル社会保険労務士事務所
地方税共同機構 その他多数※順不同、敬称略

※多くが純広告掲載企業になります 10
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お見積もりは無料で承ります。

ご不明な点がございましたら、お気軽にお問い
合わせください。

株式会社ぎょうせい マーケティング推進部

〒136-8575 東京都江東区新木場1-18-11

お問合せ：add@gyosei.co.jp TEL 03-6892-6589(直通)

お問合せ 11

mailto:add@gyosei.co.jp

